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国においては、十木材 白給率 50%Jを 目指す 「
森林・林業再生プラン」を公表 し、住宅や公共建!築物等への木

材利用を推進 してお り、公共建築物以外の住宅等の一般建築物における木材の利用の促進への波及′メ
‐
ノl果が期待で

きることか ら、「公共建築物等における木羽の利用の促進に関する l_■律」(平 成 22午法律第 36号 )が 制定 され、

公拠建築物等木材利用促進体に関する国や県の壼りJ向 を踏まえ、と〔浜市では、当市が整備す る公共建築物の本造化

ならびに本質化を推ヒにしてぃくたつに、公共建築物等木材利用促進法第9条に定めるH,四「村方針として 「公共建

築物長浜市産材f」 州促進基本方針」を定めるものです。

日第定スウジュール

H247月  部局主管課長会議へ基本方針条定 (ワ ーキングチーム設置)付鵡

8月  庁誰べ基本方針策定 (ワ ーキングチーム設置)付議

9月  第 1回 ワーキングチーム会議

10月  第 2回 ワーキングチーム会=歳

H月  第 3回 ワーキングチーム会議

部局主管課長会議、庁議への基本方夕十 (案)諮 H」

砲 月 長浜市議会 産業建設常任委員会への報告

12丹  公表 ※以l牛 調査、検 F寸 、進捗管理

■利用木材の

利用する長浜市産材については下記によるものとし、長浜市産材の供給が不足する場合においては、滋賀

県産材等を利用するものとする。

辰浜市塵棚 長浜市内の森林から産出された原木及び製材品とする。

なお、 」AS適合製品や乾燥施設の関係から、市外、県外業者へ材料供給 し、加工された製材

品も含むものとする。

(,)

滋賀県が策定する
=B琶

湖森林づくり基本計画(ア)基本指標である「平成 32年度の滋賀県産木材の素材生産

量 12万立方メートル」の目標に沿い、長浜市においては、「平成 32年度の長浜市産材の素材生産量 (原木

生産量)2万立方メートル」を目標とし、公共建築物の整備等において木材の利用を図る。

H23素材生産量

3,000立 法メートル

平成 32年素材生産量

20,000立 法メートル

の基本的対策■

●素材 生産部 門

・宋材生産 コス トの削減及び生産量を増大させる

ために、森林の境界明催化 を重点に推進 し、集落

を単位 とした面的な施業地確保を推進する。

・ 茉材生産の :と l本 となる 2つ の森林組合に対 し、

作業の効率化 安全性の向 Lと 生産コス ト低下を

図るため、高性能林業機わ文の導入を支援する。

●木材 (製材 )加工部 門

市民へ木材の良さや利用の周知を図るとともに、

継続 した公共施設での本材利用により、本材器用

を高め、民間事業休への 」AS認 定や設備投資ヘ

の気避を高める。

●本材利用 (公共施 設 によ る利用 )部 門

・ 市内の主要林種であるスギ材の利用について、

スギの特性をl干 か した:E法の検討を行い、公共建

築物の本造化及び木質化の設計検討を行 うャ

・長浜 市産材の調達や供給について、関係者の腕

議の場を設け、建設工程に合わせた樹
`材

の供給 を

行 うための検討組織を整備する。

り組み■ け

①公共造集物

・低層の公共建築物については、原則 として本造化を図 り 内装学については、木材の利用が適りlで ある部分

における木質化の整備を積極的に図る。

・暖房器具やボイラーを新たに設置する場合は、本質′`イオマスを燃料 とする機器を積極的に推進する。

②公共工事

・公共工事においては、自然メフR境や生態系、景拙 に配慮 した工法を進め、木材の特llを 生かせ る施工箇所につ

いては、長浜市産材 を利用するIlとを推進す る。

③物品
。長浜市産材を活用 した備品および木材を原材料 とした消1毛 品の利用を促進するとともに、製品の導人を図る。

尊人に際 しては木材利用の意義や効果を踏まえ、,悔入 コス トや燃料調達な どのネヒ持管理 コス トを考慮 し、給

合的に判断するもの とす る。

④木材資源の有効活用

・未利用本質資源を有効利用することは、低炭素社会の|ドl築に寄与することか ら、本
F買

資源のエネルギー千」用

を進めると同時に、新たな用途の開|イ4に努める。

基本方針の詳細事項として、以下の項 目について運用基準を定める。

■木オオ不」用対象施設

・ 木造化を推進する施設 法令で耐火建築物とすることXは主要オ古造物をi耐火

榊造とすることが求められない低届の建築修て、性令による制限等ある場,ど合を

除き、木造化を推進する。   ―

・内装木質化を推進する施設…非木造丁し設を対象とし、各施設の廊下、通路

各室の腰壁、床には長浜市産材の利用を促進す る。

・本質ノヽイオマスを″大料 とする設備の導入を推進する施設…諧条件に支障があ

る場合を除き本質バイオマスを燃料 とする暖房器具、ボイラーの導入を図る。

■建築 コス ト基準          =

・木造化並びに大規模な本質化を図る建築工事については、非木造施設 との比

げ交設計を行い、非木造施設での事業費の 2常 J増 しの範囲であれば、木造施設に

よる整備 を実施す るもの とする。

なお、長浜市産材 を活用することにより、回、県布灯助などの支援措世が「メ司ら

れ 、市の負担を軽祓できる場合は、木造施設による整備 を実施するもの とする。

■協議 体市J

。木造化並びに大規1賞 な木質化を図る建築工事については、長浜市産材の円(付

な木材調こ
=と

施工衝所の把握、適正な品質確保を図るため、庁内の建築営繕主

管課、施設管理主管課及び森林政策主管課と木材供給業者並びに建築設計業者、

譜負業者による防J識 の場を設ける。

のため

「長 浜 市産材 活用検 討会 」 の設 置。

市が行 う公共建築杉における木材利用の庁内関係諜で1世)成 し、年度毎の公共建築物における材料調達 発注

方式の検討と長浜市産材の活用実績の把握及びその効果、検証を行 う。





公共建築物長浜市産材利用促進基本方針

平成 24年 12月

長  浜  市

第 1 方針の作成にあたつて

1 公共建築物における木材の利用の意義

長浜市の森林は、木材生産機能とともに水源涵養等の公益的機能を有し、私達

の生活に欠かすことの出来ない重要な資源である。

戦後、特に昭和40年代以降はスギの植林が進み、これらの人工林資源の多く

が、育成の段階から木材として利用できる段階となりつつあることから、利用を

前提とした森林整備が、森林の保全・管理を適切に推進していく上での重要な課

題とならている。

また、森林から生産される木材は、調湿性や断熱性に優れた人や乗境に優しい

資材であるとともに、再生可能なバイオマス資源であることから、住宅等の建築

用材や燃料用材として利用することはもちろんのこと、地域の林業や木材産業の

活性化による雇用拡大や地域経済の振興に資するものであることなど、木材利用

には大きな意義がある。

2 公共建築物I耳おける木材の利用の背景

国においては、「我が国の社会構造をコンクリート社会から木の社会へ転換す

る」との考え方のもと、平成 21年 12月 に「10年後の木材自給率 50%」 を

目指す「森林・林業再生プラン」を公表し、住宅や公共建築物等への木材利用を

推進している。     |
特に、公共建築物における木材の利用は直接的効果だけではなく、公共建築物

以外の住宅等の一般建築物における木材の利用の促進への波及効果が期待でき

ることから、「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」(平成 22

年法律第 36号。以下 「公共建築物等木材利用促進法」という。)が制定され、

これに基づく基本方針が平成 22年 10月 に策定された。この基本方針では、公

共建築物において非木造化を指向してきた過去の考え方から、可能な限り木造化

または木質化を図るとの考え方へ大きく転換している。

これを受けて、滋賀県では(国の基本方針に基づき、公共建築物等木材利用促

進法第 8条に定める都道府県方針として、平成 24年 2月 に「公共建築物におけ

る滋賀県産木材の利用方針」が定められた。

こうした公共建築物等木材利用促進法に関する国や県の動向を踏まえ、長浜市

では、当市が整備する公共建築物の木造化ならびに木質化を推進していくために、

公共建築物等木材利用促進法第 9条に定める市町村方針として、「公共建築物長

浜市産材利用促進基本方針」を定める。
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第 2 木材の利用の促進の基本的方向

滋賀県が策定した 「公共建築物における滋賀県産木材の利用方針」に沿い、

木材の利用の目標ならびに目標の実現に向けた取 り組みを以下に示す。

なお、長浜市産材の供給が不足する場合においては、滋賀県産材等を利用する

ものとする。

■利用木材の定義

長浜市産材 。・長浜市内の森林から産出された原木及び製材品とする。

なお、JAS適合製品や乾燥施設の関係から、市外、県外業

者へ材料供給し、加工された製材品も含むものとする。

滋賀県産材・・滋賀県内の森林から産出された原木及び製材品とする。

なお、JAS適合製品や乾燥施設の関係から、県外業者へ材

、料供給し、加工された製材品も含むものとする。

1 木材の利用の目標

滋賀県が策定する琵琶湖森林づくり基本計画の基本指標である「平成 32年

度の滋賀県産木材の素材生産量 12万立方メー トル」の目標に沿い、森林面積、

人工林面積等を勘案し、長浜市においては、「平成 32年度の長浜市産材の素

材生産量 (原木生産量)2万立方メー トル」を目標とし、公共建築物の整備等

において木材の利用を図る。          ｀

2 木材利用促進の基本的方向

長浜市産材によつて木材の利用を促進していくにあたり、供給や需要の各

段階において下記課題を抱えていることから、滋賀県が示す「公共建築物にお

ける滋賀県産木材の利用方針」に基づき、各課題への取・り組みとともに、木材

の安定供給に向けた具体的な対策等について滋賀県ならびに関係機関と連携

し、日標の実現に努める。

(1)現状課題

ア)素材生産

市内の素材生産は、2つの森林組合が主体であり、民間の林業事業体は

絹I槙が小さく、羽,在成熟 1ン た森林資源″活用するため、牛溝体制を整身.始

めた状況である。

イ)木材 (製材)加工

市内の製材事業体は小規模事業体が多く、木材の乾燥に必要な設備を持

つ事業体は少ない。

また、地元工務店等が施工する在来工法の一般住宅には、製材の」AS
規格を必要としないことから、公共施設整備に合わせたJASの認定を受

けた工場がない。           I

2



ウ)木材利用 (公共施設による利用) ′

素材生産、木材 (製材)加工の課題から、一時に大量の木材、加工製品

を供給する体制が十分でなく、部材利用が少なく、あわせて木造化 。木質

化の設計や施工の技術情報も不足している。

(2)基本的対策

ア)素材生産

・ 素材生産コス トの削減及び生産量を増大させるために、森林の境界明

確化を重点に推進し、集落を単位 とした面的な施業地確保を推進する。

・ 素材生産の主体となる2つの森林組合に対し、作業の効率化、安全性

の向上と生産コス ト低下を図るため、高性能林業機械等の導入を支援

する。

イ)木材 (製材)加工

.・ 市民への周知を図るとともに、継続した公共施設での木材利用により、

木材需要を高めt民間事業体におけるJAS認定や設備投資への気運を

高める。

ウ)木材利用 (公共施設による利用)

・ 市内の主要樹種であるスギの利用について、その特性を活かした工法

の検討を行い、公共建築物の木造化及び木質化の設計検討を行 う。

・ 長浜市産材の調達や供給について、関係者の協議の場を設け、建設工

程に合わせた部材の供給を行 うための検討組織を整備する。

3 日標の実現に向けた各取 り組み

(1)公共建築物

・低層の公共建築物については、原則として木造化を図る。 (注 1)

。公共建築物の内装等については、木材の利用が適切である部分にお lす る木

質化の整備を積極的に図るよ        ヽ

・公共建築物の木造化および木質化を進めるにあたっては、長浜市産材の活

用を図る。 (注 2)

・暖房器具やボイラーを新たに設置する場合は、木質バイオマスを燃料とす

る機器を積伍的に推淮する。

(2)公共工事

公共工事においては、自然環境や生態系、景観に配慮した工法を進めてい

くため、木材の特性を生かせる施工箇所については、長浜市産材を利用する

工法を推進する。
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(3)物品

木材は乗境にやさしい自然素材であり、繰 り返し活用できる有効な地域資

源であることから、木材を原材料として使用した備品および消耗品の利用を

促進するとともに、長浜市産材を活用した木製品の導入を図る。

なお、導入に際しては、購入コス トや燃料調達などの維持管理コス トを考

慮しつつ、木材利用の意義や効果を踏まえ総合的に判断するものとする。

(4)木買資源の有効活用

未利用木質資源を有効利用することは、低炭素社会の構築に寄与すること

から、木質資源のエネルギー利用を進めると同時に、新たな用途の開拓に努

める。

第 3木 材利用促進のための体制

。公共建築物等における長浜市産材の安定的な供給と需要の拡大を図り、本材利

用の促進がより円滑に進むよう体制の整備を図るため、「長浜市産材活用検討

会」を設置する。

・「長浜市産材活用検討会」は、市が行 う公共建築物における木材利用の庁内関

係課で構成 し、年度毎の公共建築物における材料調達、発注方式の検討と長浜

市産材の活用実績の把握及びその効果、検証を行 う。

第 4そ の他

この方針の運用に当たつての詳細は別に定める。

なお、当該基本方針に沿つた木材利用促進を長浜市が率先して行 うことで、

市民への波及効果を高め、個人や法人についても、長浜市産材利用の普及、

啓発に努める。
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(注 1)

木造化を進める低層の公共建築物 とは、建築基準法その他の法令に基づき「耐火建築物又は

主要構造部を耐火構造 とすることが求められないもの」 とします。

ただ し、災害時の活動拠点室等を有する災害応急対策活動に必要な施設、治安上の目的等か

ら木造以外の構造 とすべき施設、危険物を貯蔵又は使用する施設等、文化財の収蔵・展示施設

など、当該建築物に求められる機能等の観点から、木造化になじまない又は木造化を図ること

が困難な場合を除きます。

<参考>

日耐火建築物又は主要構造部を原則 として耐火構造 とすることが求められるもの (建築基準法 )

【規模による制限】

建築基準法第 21条 に、一定の規模を超える大きさの建築物については、原則として主要構造部

を耐火構造としなければならないと定められている。

〔下記表については、建築物の規模による要件であり、建築物の用途等による要件が別にあります。〕

延床面積 3000ロド

【用途による制限】

建築基準法第 27条 に、不特定若しくは多数の者が利用する用途又は収用可燃物が多い用途の

建築物で一定規模・階数を超える建築物については、耐火建築物としなければならないと定めら

れている。

【立地による制限】

建築基準法第 61及び第 62条に、火災の拡大を防除することを目的として都市計画に定められ

た防火地域又は準防火地域内では、一定規模・階数等を超える建築物については、耐火構造物

としなければならないと定められている。

(注 2)

「木造化」とは、建築物の新築、増築または改築に当たり、構造耐力上主要な部分である壁、柱、

梁、けた、小屋組み等の全部または一部に木材を利用することをいい、「木質化」とは、建築物の新

築t増築、改築または模様替に当たり、天丼、床、壁、窓枠等の室内に面する部分および外壁等の

屋外に面する部分に木材を利用することをいう。

〔「公共建築物における木材の利用の促進に関する基本方針」 (平成 22年 10月 4日  農林水産

省、国土交通省告示第 3号)の注釈を準用〕
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,

公共建築物長浜市産材利用促進基本方針 運用基準

1趣旨

「公共建築物長浜市産材利用促進基本方針」の規定に基づき、この運用基準を定める。

2木材利用対象施設基準

関係部局は、その所管する事務、事業、施設整備について長浜市産材の利用を積極的に

推進するため、以下の取 り組みによる木材利用に努める。

■木材の特性を生かした利用の推進

下記基準に基づき市有施設の木造化・内装木質化、木質バイオマスを燃料とする設

備の導入などを積極的に進めるものとする。

(1)木造化を推進する施設

法令等で耐火建築物とすること又は主要構造部を耐火構造とすることが求めら

れない低層の建築物は、次のものを除き、木造化を推進する。        ―

O経済性、現場条件、耐用年数及び施工上特に支障がある場合

O当該建築物に求められる機能等の観点から、木造化になじまない又は木造化

を図ることが困難な場合

(例),・ 災害時の活動柳点室等を有する災害応急対策活動に必要な施設

・治安上の目的等から木造以外の構造 とすべき施設

・危険物を貯蔵又は使用する施設

。文化財の収蔵・展示施設 など

なお、木造と非木造の混構造とすることが、純木造とする場合に比較 して耐火

性能や構造強度の確保、建築設計の自由度等の観点から有利な場合もあることか

ら、その採用も検討 しつつ木造化を促進する。

(2)内装木質化を推進する施設

木質環境を整備することにより、健康で快適な居住空間の創出につながる非木

造施設を対象とし、内装等の木質化を図ることが適切と判断される部分についK

は、内装等の木質化を推進する。

また、下記部位については、長浜市産材を積極的に利用する。

■一般の利用に供する廊下、各室の腰壁・床

(3)木質バイオマスを燃料 とする設備の導入を推進する施設

｀
木材を原材料にした木質バイオマスを燃料 とする設備整備を推進する。

■現場条件、生活環境上特に支障がある場合を除き、公共施設における暖房器

具及びボイラーの導入を図る。
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3 建築コス ト基準

木造化並びに大規模な木質化を図る建築工事については、非木造施設 との比較設

計を行い、非木造施設での事業費の 2割増 しの範囲であれば、木造施設による整備

を実施するものとする。

なお、長浜市産材を活用することにより、国、県補助などの支援措置が図られ、

市の負担を軽減できる場合は、木造施設による整備を実施するものとする。

注)滋賀県では、木造施設の場合、非木造施設 と比較し、多くの建設に関わる費

用を地元へ還元でき、経済の波及効果が高く、地元産業の育成、市税への反映

が見込まれるとの見解です。

また、下記の図 (林野庁HPよ り抜粋)に示 した 「木造施設 と鉄筋コンクリー

ト造で建設 したと想定 したコス ト比較」では、必ず しも木造が高くは無ぐ、概

ねコス ト比1.2の ラインで 2つの集団に分けられることから、コス ト比1.2を木

造化を推進する目安とします。

と僚ロヨンタリート担てB■したと出 した日台と0コスト脇職

貴H:早虚1碑虚地方公-9田 「宝担Ba

4 協議

木造化並びに大規模な木質化を図ることが見込まれる建築工事については、長浜

市産材の円滑な木材調達と施工箇所の把握、適正な品質確保を図るため、庁内の建

築営繕、管理主管及び木材利用促進の各関係課 と木材供給業者 (市内森林組合等)

並びに建築設計業者、請負業者による材料調達に関する協議の場を設ける。
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木材関係者 建築関係者

林業事業者 (森林組合等)

木材加工業者

市産材の生産拡大

製品開発

生産量 。供給量把握

請負業者

建築施工

木材調達調整

設計業者

木造化 。木質化設計

市産材利用の設計

部材調達

意見交換

意見・提案

施工協議

森林政策主管課

素材生産、製材力日工情報

木材利用促進普及啓発

建築営繕主管課

工事設計 。施工監理

管理主管課

計画立案・予算計上

情辛R交換、施工協議

森林補助制度

長浜市

【関係者連絡協議体制】

【協議の方法】

1.公共建築物への木材利用にういて、半年毎 (4月 、 10月 )に対象施設、利用促進

事例の計画有無を各課へ照会。 (森林政策主管課より)

各課は建築整備計画等あれば、設計業務等発注前に報告。

↓

2.上記報告後に、市関係課のみで木材利用の協議の場を設定する。

↓

3。 その後設計を外注する場合、設計業者が決定した段階で、詳細協議の場を設定する。

この段階で非木造建築コス トとの比較検討を行い、木材利用の方向性を決定する。

(   ↓

4.設計業者からの木材利用の数量提示等あった段階で、木材関係者に参画頂いて、材

料調達 (産地)の検討、木材使用部位、部材について協議の場を設定する。

この段階で工事発注の仕様書記載事項等について決定する。

↓

5.業者決定後において部材調達の協議の場を設定する。
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